
財務諸表に対する注記             
令和 2年 3月31日現在
法人全体

１　重要な会計方針
(1) 固定資産の減価償却の方法
①固定資産の減価償却方法は、定率法で行っている。

２　基本財産及び特定資産の増減額及びその残高
　基本財産及び特定資産の増減額及びその残高は、次のとおりである。

(単位：円)
科　目 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

基本財産
小計 0 0 0 0
特定資産
退職給付引当資産 187,060,337 5,962,938 42,266,964 150,756,311
一般基本準備金積立金 1,018,334,666 101,173 68,243,422 950,192,417
財政調整基金積立資産 17,486,000 23,369,000 17,486,000 23,369,000
減価償却引当資産 482,472,555 104,795,587 94,427,762 492,840,380
電算処理システム導入作業経費積立資産 26,883,141 16,270,094 5,432,000 37,721,235
ＩＣＴ等を活用した審査支払業務等の高度化 0 1,491,000 0 1,491,000
・効率化のための積立資産

国保保健賞基金 15,208,360 0 125,466 15,082,894
小計 1,747,445,059 151,989,792 227,981,614 1,671,453,237
合計 1,747,445,059 151,989,792 227,981,614 1,671,453,237

３　基本財産及び特定資産の財源等の内訳
　基本財産及び特定資産の財源等の内訳は、次のとおりである。

(単位：円)

科　目 当期末残高
（うち指定正味財産か
らの充当額）

（うち一般正味財産か
らの充当額）

（うち負債に対応する
額）

基本財産
小計 0 0 0 －
特定資産
退職給付引当資産 150,756,311 0 150,756,311 0
一般基本準備金積立金 950,192,417 0 950,192,417 0
財政調整基金積立資産 23,369,000 0 23,369,000 0
減価償却引当資産 492,840,380 0 492,840,380 0
電算処理システム導入作業経費積立資産 37,721,235 0 37,721,235 0
ＩＣＴ等を活用した審査支払業務等の高度化 1,491,000 0 1,491,000 0
・効率化のための積立資産

国保保健賞基金 15,082,894 0 15,082,894 0
高額共同事業基金 0 0 0 0
国保高齢者医療制度円滑導入基金 0 0 0 0
国保高齢者医療制度円滑導入基金預託金 0 0 0 0



小計 1,671,453,237 0 1,671,453,237 0
合計 1,671,453,237 0 1,671,453,237 0

４　固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高
　固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、次のとおりである。

(単位：円)
科　目 取得価額 減価償却累計額 当期末残高

その他の固定資産
建物 326,674,284 191,755,898 134,918,386
建物付属設備 3,103,696 1,349,993 1,753,703
車両運搬具 4,565,900 4,565,897 3
什器備品 554,255,890 387,788,027 166,467,863
合計 888,599,770 203,723,815 684,875,955

５　補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高
　補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高は、次のとおりである。

(単位：円)
補助金等の名称 交付者 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高 貸借対照表上の記載区分

補助金
　受取国民健康保険団体連合会等補助金 厚生労働省 －－ 42,197,000 －－ 42,197,000 一般正味財産
　受取国庫補助金 厚生労働省 －－ 35,584,438 －－ 35,584,438 一般正味財産
　受取県補助金 高知県 －－ 3,629,000 －－ 3,629,000 一般正味財産
負担金
　受取負担金 日高村 －－ 6,345,986 －－ 6,345,986 一般正味財産

0 87,756,424 0 87,756,424合計


